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研究成果の概要（和文）：本研究では「都市空間」、「土地利用計画」、「津波避難」、「住民の生活再建」、
「事業所再建」の領域において調査をおこなった。
特に「都市空間」領域においては、建物被害データを用いて、地震動の強さと建物被害率の関係を示した建物被
害関数を構築した。さらに、この建物被害関数を用いた地域の建物倒壊リスクを評価する方法や2011年東日本大
震災の被災地を対象として、被災と復興過程に関する調査を実施し、復興過程を定量的に評価する建物復興曲線
の提案なども行った。

研究成果の概要（英文）：One of our significant researches is urban vulnerability evaluation. Using 
the actual building damage data due to the 1995 Great Kobe Earthquake, Prof. Murao clarified the 
relationship between seismic ground motion and building damage. As a result, he constructed building
 vulnerability functions and proposed a method of building collapse risk evaluation for Tokyo.
Monitoring urban recovery of areas affected by the disasters in the world, ISDM quantitatively 
evaluates the urban recovery processes for planning future disaster risk reduction strategies. To 
date, our overseas research fields have been in Taiwan, Turkey, Sri Lanka, Thailand, Indonesia, 
Peru, China, Hawaii, New York, and Myanmar. In addition, Kobe, Tokyo, Kanagawa, and Sanriku Coastal 
Areas affected by 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami have been significant research 
objectives for us in Japan.

研究分野：都市防災
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１．研究開始当初の背景 
 2011 年東日本大震災のみならず、2004 年
スマトラ沖津波、2005 年ハリケーン・カト
リーナ、2010 年ハイチ地震など、従来と変
わらず近年においても世界各地で大災害が
発生している。災害が発生した後の被災地
では、自ずと復興過程を経ることになるが、
そこで問われるのは復興システムのレジリ
アンス（resilience）である。レジリアン
スとは、心理学において「精神的回復力」
「抵抗力」「復元力」「耐久力」などと訳
される用語であり、「脆弱性」の反対の概
念である。東日本大震災は阪神・淡路大震
災を上回る規模の甚大な被害を東日本地域
にもたらしているが、この災害と復興過程
から可能な限り多くの教訓を導き出し、後
世に活かしていくことが重要である。その
教訓は、南海トラフ巨大地震と津波が懸念
されている西日本の沿岸地域に対しても活
かされるべきである。すなわち、東日本大
震災の教訓を踏まえ、津波による西日本沿
岸地域の津波脆弱性を評価し、事前に具体
的な減災対策へと展開することが喫緊の課
題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、a.都市空間、b.土地利用計画、
c.津波避難、d.住民の生活再建、e.事業所
再建、f.全般の 6つの観点から、東日本大
震災被災地を対象として以下のことを目的
とする。 
(1) 都市・集落空間の成立過程を踏まえた
被災のメカニズムを解明する。 

(2) 進行中の復興過程をモニタリングす
ることにより整理・把握し、復興デジ
タル・アーカイブズとして記録する。 

(3) その過程の中で復興施策を検証し、復
興および防災上の課題を明らかにす
る。 

(4) 東日本大震災から得られた教訓を踏
まえ、将来の津波被害軽減に資するた
めに、南海トラフによる巨大地震が懸
念される西日本の沿岸地域における
津波リスクの実態を把握する。 

(5) 津波に対する脆弱性を評価する。 
 
３．研究の方法 
(1) 2011 年東日本大震災被災地における
被災メカニズムと復興システムの検
証 
① 都市・集落空間の成立過程と震災に
関する情報を収集・整理し、被災の
メカニズムを解明する。 
② 復興過程をモニタリングし、得られ
た各種情報を復興デジタル・アーカ
イブズとして構築する。 
③ 復興施策を検証し、課題と教訓を抽
出する。 

(2) 西日本大震災に向けた新しい津波防
災対策と復旧・復興戦略の構築 

① 西日本沿岸部における津波リスクの
実態を把握しする。 
② 各手法を用いて津波に対する脆弱性
を評価し、今後の津波防災対策と復
旧・復興戦略について提案する。 

 
４．研究成果 
（1）都市空間 
 東日本大震災被災地（青森県から千葉県）
における避難状況についてヒアリング調査
を行い、津波避難施設の設置状況を整理し
た。また 20世紀以降の三陸沿岸部集落の形
成過程を整理し、変遷をまとめた。2011 年
東日本大震災被災地を対象として震災以前
の街の変遷と震災後の復興過程を Google 
Earth 上にて視覚化した。また、その成果
を第 3回国連防災世界会議にて「東日本大
震災-過去と未来-」として展示した。2015
年国連防災世界会議において採択された仙
台防災枠組 2015-2030 における統計的テキ
スト解析を行った。また、恒久住宅建設デ
ータに基づき、地域ごとの建物復興曲線を
構築した。復興過程を定量的に示すために、
都市基盤施設と災害公営住宅の建設状況に
関するデータに基づき復興曲線を作成した
（図 1）。また、地震発生後のライフライ
ン途絶にともなう生活支障の度合いを明ら
かにするために、アンケート調査に基づく
生活困難度の評価を行った（図 2）。東日
本大震災の被災地におけるこれまでの復興
状況について、市町村ごとの復興事業デー
タを用いて達成状況を比較し考察した。ま
た、復興事業の復興曲線を構築し、災害公
営住宅の需要・供給バランスを分析し、そ
の要因を明らかにした（図 3）。 

 

図 1 東日本大震災被災地における復興過
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建行動に着目し、住宅再建の意思決定プロ
セスおよび行動を明らかにした。そして、
それらの集積が市街地空間の変容につなが
っていることを空間的に可視化して解明し
た。震災発生以降行ってきた岩手県陸前高
田市における参与観察及びエスノグラフィ
ー調査に基づき、自己や他者の生活や地域
コミュニティを再構築するプロセスを明ら
かにした。同市での自主住宅移転再建者へ
のヒアリング調査および GIS による空間分
析を通じて、震災前後の居住地の移動やそ
れに伴う土地利用の変化、その再建に至る
までの意思決定過程を明らかにした。東日
本大震災後の沿岸 9市町の自主住宅移転再
建者を対象として、震災後 5年にわたる質
問紙調査とヒアリング調査を行い、災害危
険区域や市町村ごとに意思決定過程は異な
るのか、また、生活満足度に与える影響要
因に関する分析を行った。 
 
（5）事業所再建 
 宮城県内の中小企業 1500 社を対象とし
て行った BCP に関するアンケート結果の分
析・検討を行い、平時の事業の取り組みと
防災的な事前対策が企業の事業再開に与え
る影響を確認した。また、高知県庁と県内
企業 2社に対して、南海トラフ地震への対
応に関するヒアリングを行い、事前対策の
実情と課題を確認した。また、実施済の宮
城県内企業に対するアンケート調査結果を
踏まえて、企業における被害軽減対策の現
状や被災後の事業再建や売上増に関連する
要素の抽出とそれぞれの関連性について分
析した。各機関が平成 28 年度に実施した
BCP 策定状況等に関する調査結果の情報収
集を行った（図 5）。その結果、近年、企
業における BCP 策定が停滞している状況を
確認した。また、南海トラフ地震に備える
事業継続対策を検討するためには、南海ト
ラフ地震による物理的な被害に加え、経
済・社会的影響を把握する必要を認識し、
そのための分析方法の概要を検討した。BCP
は日常メリットが乏しく、特に中小企業で
は取り組みが進まないという課題がある。
そこで、自社の経営戦略に BCP の要素を取
り込み、平時と非常時の両面に寄与するハ
イブリッド戦略を立案するフレームワーク
を作成した。さらに、このフレームワーク
を 6社に利用いただき、計画策定ツールと
しての有用性を確認した。 

 

図 5 BCP の策定状況と事業再開時期 
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で広く発表した。また内閣府「避難所の確
保と質の向上に関する検討会」におけるガ
イドラインの策定、自治体や自治会の研修
訓練での助言を通じて広く社会に実装して
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